
平成 年度 白川・緑川学識者懇談会

立野ダム建設事業

①事業採択後３年経過して未着工の事業

②事業採択後５年経過して継続中の事業

③着工準備費又は実施計画調査費の予算化後３年経過した事業

④再評価実施後５年経過した事業

⑤社会経済状況の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の
必要が生じた事業

第１１回 白川・緑川学識者懇談会

資料－１
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○白川は、流域面積４８０㎢、幹川流路延長７４kmであり、流域の８割は、降雨量が多い阿蘇カルデラが占める。
○降雨量は、全国平均に比べて熊本で１．３倍、阿蘇で約２倍と多い。
○下流は、九州第３の都市「熊本市」の中心部を流下しており、氾濫した場合の被害が広範囲に及ぶ。
○上流の阿蘇地域は全域が「阿蘇・くじゅう国立公園」に指定されるなど雄大な阿蘇の景観が特徴となっている。

１．事業の概要〔流域の概要〕

水源地 熊本県阿蘇郡高森町根子岳（標高1,433m）

流域面積 ４８０km2

長さ ７４km

直轄管理区
間

２１．７km

流域市町村
熊本市、阿蘇市、菊陽町、大津町、高森町、

西原村、南阿蘇村（２市３町２村）

流域内人口
約１３．５万人

（河川現況調査：調査基準年H22）

想定はん濫
区域面積

約１３６．４km2

（河川現況調査：調査基準年H22）

想定はん濫
区域内人口

約３１．４万人

（河川現況調査：調査基準年H22） 2

白川の断面と昭和28年の水害の水位 Ａ － Ａ

立野ダム
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１．事業の概要〔立野ダム建設事業〕

基準地点（代継橋）における基本高水流量3,400m3/sを、立野ダムにより400m3/sの洪水調節を行い、計画高水流
量3,000m3/sに低減し、洪水被害の防止又は軽減を図ることとしている。

〔事業の経緯〕

・昭和５４年 ４月 実施計画調査着手
・昭和５８年 ４月 建設事業着手
・昭和５９年 ９月 損失補償基準妥結（宅地・建物）
・平成 元年 ５月 損失補償基準妥結（農地・山林）
・平成１０年１１月 事業評価監視委員会による審議（事業継続）
・平成１２年１２月 白川水系河川整備基本方針策定
・平成１４年 ７月 白川水系河川整備計画策定
・平成１５年 ７月 事業評価監視委員会による審議（事業継続）
・平成２１年 ２月 事業評価監視委員会による審議（事業継続）
・平成２２年１２月 立野ダム建設事業の関係地方公共団体からなる

～平成２４年９月 検討の場
・平成２３年 ８月 事業評価監視委員会による審議（事業継続）
・平成２４年１０月 事業評価監視委員会による審議（事業継続）
・平成２４年１２月 立野ダムのダム事業の検証に関する国土交通省の

対応方針決定（事業継続）
・平成２６年１１月 仮排水トンネル工事着工
・平成２７年 ６月 白川・緑川学識者懇談会による審議（事業継続）
・平成２８年 ４月 熊本地震の発生
・平成２８年７月～８月 「立野ダム建設に係る技術委員会」の開催

「地震後も建設に支障となる技術的課題はなく、
立野ダム建設は十分可能である」との結論

・平成３０年 ２月 立野ダム建設（一期）工事契約
・平成３０年 ３月 仮排水路トンネル完成
・平成３０年 ８月 立野ダム建設工事起工式
・令和 ２年 １月 白川水系河川整備計画（変更）策定

〔事業諸元〕

型式：曲線重力式コンクリートダム 事業費：約 ９１７億円
高さ：約９０ｍ
堤頂長：約２００ｍ 工期：令和４年度
総貯水容量：約１０，０００千ｍ3
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白川←3000

代継橋

基準地点

直轄管理区間上流端

単位：m3/s

（3400） 

（ ）は基本高水ピーク流量 

〔立野ダム計画高水流量図 〕

〔立野ダム貯水池容量配分図 〕

総貯水容量
約10,000千立方メートル



※整備計画目標流量規模の洪水が発生した場合の氾濫シミュレーション結果
※整備計画完了時点河道（立野ダムなし）

◆過去の主な洪水

昭和28年6月

（梅雨前線）

死者・行方不明者422人、流失全壊家屋2,585戸、半壊
家屋6,517戸、浸水家屋31,145戸、橋梁流失85橋、冠水
2,980ha、羅災者数388,848人

昭和55年8月

（停滞前線）

死者・行方不明者1人、家屋の全半壊18戸、床上浸水
3,540戸、床下浸水3,245戸

平成2年7月

（梅雨前線）

死者・行方不明14名、家屋の全半壊146戸、一部破損
250戸、床上浸水1,614戸、床下浸水2,200戸

平成24年7月

（梅雨前線）

（九州北部豪雨）

全半壊183戸、床上浸水2,011戸、床下浸水789戸

S28.6洪水 流失直前の明午橋 S55.8洪水 二本木地区の越水状況

H2.7洪水 安巳橋下流の越水状況

２．事業の必要性等〔災害発生時の危険度等〕
◆災害発生時の影響

○ 整備計画目標流量での影響
・浸水面積約2,600ha
･人口約5.6万人

H24.7洪水 龍田陳内地区の越水状況

昭和28年6月洪水において甚大な被害が発生しているほか、昭和55年8月、
平成2年7月、近年では平成24年7月洪水により浸水被害が発生している。

白川下流域には、九州第３の
都市「熊本市」の中心部を流
下しており、氾濫した場合の
被害が広範囲に及ぶ。

龍田陳内地区の越水状況洪水後のヨナの堆積状況明午橋右岸上流の溢水状況

H24.7洪水時の被害状況
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※ 被害の概要は「昭和28年西日本水害調査報告書（土木学会西部支部）」、「熊本県災異誌（熊本地方気象台）」、
「防災・消防保安年報（熊本県）」、出水記録および熊本河川国道事務所調査結果による。

※ 平成24年7月洪水は国土交通省及び熊本県による調査結果

○ 近年（平成24年九州北部豪雨）においても、浸水被害が発生して
おり、今後更に整備を進める必要がある。

◆災害発生の危険度
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約31.0万人 約31.4万人

想定氾濫区域内の人口の推移（河川現況調査より）

◆地域開発の状況 ◆地域の協力体制

○流域自治体より構成される「白川改修・立野ダム建設促進
期成会」から要望書が提出されています。

5

２．事業の必要性等〔地域開発状況、地域の協力体制１／２〕

要望書
（白川改修・立野ダム建設促進期成会）

○想定氾濫区域内の人口の推移はほぼ横ばい。
○平成23年に九州新幹線が開通（平成23年3月）
し、平成24年に熊本市は政令指定都市へ移行さ
れた。令和元年9月には市街地再開発事業による
バスターミナルや大型商業施設が完成し、今後更
に市街地の再開発が進む。

桜町地区市街地再開発事業
（出典：熊本市HPに一部加筆）

桜町再開発事業施工区域

複合施設イメージ



○ダム建設予定地である南阿蘇村では、立野ダムを観光資源として活用するため「阿蘇・立野峡谷」ツーリズム推
進協議会を設立し、阿蘇の観光資源と立野ダムを連動させた観光商品やインフラツアーを商品化し、より多くの観
光客を南阿蘇村に誘引し、地域振興に資する取り組みを推進。
○その取り組みの中で、立野ダムを見学するツアーにおいては、南阿蘇村在住のガイドが、立野ダムや工事状況
等の説明を実施している。
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２．事業の必要性等〔地域の協力体制２／２〕

「阿蘇・立野峡谷」ツーリズム推進協議会 設立総会

【JTBパンフレット】

・民間旅行ツアーに立野ダム

工事現場見学を追加

【夜のインフラツアーパンフレット】

・「立野ダム」と「新阿蘇大

橋」の南阿蘇２大工事現場の

夜のインフラツアー

ダム関連の観光商品

オリジナルロゴ等が
デザインされた缶バッジ

ダム本体の図面がデザインされたTシャツ
（左側：前、右側：後）

ダム見学を含めたインフラツアー商品



【事業費の変更】 （約９１７億円→ 約１,１６０億円：約２４３億円増）

Ⅰ．社会的要因の変更による増 約 １１４億円増
○公共工事関連単価等の見直し
○消費税率の変更

Ⅱ．平成２８年熊本地震の対応による増 約 １０８億円増
○仮排水路トンネル復旧による増
○工事用道路復旧による増
○崩落土砂撤去による増
○貯水池法面対策による増
○復旧工事用仮設備整備による増

Ⅲ．現場条件等の変更による増 約 ２６億円増
○基礎掘削の施工方法の変更による増
○止水対策（グラウチング）の施工量変更による増
○工事用道路の変更による増
○環境調査の追加による増

Ⅳ．コスト縮減 約 ５億円減
○堤体摩耗対策材の変更による減
○管理設備の変更による減
○濁水処理設備・流木処理設備の変更による減

３．事業計画変更の内容〔事業費の変更〕
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消費税率の変遷

年度別単価上昇率（平成26年＝100）

8

Ⅰ．社会的要因の変更による増 約１１４億円増
（公共工事関連単価等の見直し、消費税率の変更）

３．事業計画変更の内容〔事業費の変更内容①〕

■公共工事関連単価等の見直し
○現在の事業費を算定する際に基準とした平成26年度以降、

労務費及び技術者単価、資機材単価等が上昇した。
○これらの社会的要因の変化により、約９９億円の増額と なった。

■消費税率の変更
○現在の事業費を算定する際に基準とした平成26年度以降、

令和元年10月に消費税率が変更された。
○これらの社会的要因の変化により、約１４億円の増額となった。

※合計については、四捨五入の関係で一致しないことがあります。



Ⅱ．平成２８年熊本地震の対応による増 約１０８億円増
（仮排水路トンネル復旧、工事用道路復旧 、崩落土砂撤去、貯水池法面対策、
復旧工事用仮設備整備）

３．事業計画変更の内容〔事業費の変更内容②〕

■①仮排水路トンネル復旧による増
○地震で発生した崩落土砂により閉塞した仮排水路トンネルの復

旧等を実施した。
○これらの復旧工事の追加により、約５億円の増額となった。

被災直後

呑口

復旧後

土砂により閉塞

白川

■②工事用道路復旧による増
○地震で被災した工事用道路や貯水池内の仮橋の復旧を実施し

た。
○これらの復旧工事の追加により、約２４億円の増額となった。

被災直後 復旧後

被災直後 復旧後

土砂撤去等

仮橋復旧

9



３．事業計画変更の内容〔事業費の変更内容③〕

■③崩落土砂撤去による増
○地震で発生した貯水池内の崩落土砂の撤去等を実施した。
○これらの復旧工事の追加により、約１９億円の増額となった。

被災直後 復旧後

立野ダム 立野ダム

堆積土砂撤去

■復旧工事用仮設備整備による増
○①～④の復旧に必要となった土捨て場や工事用道路等の整備

を実施した。
○これらの復旧工事の追加により、約３４億円の増額となった。

整備前 整備後

伐採、土捨て場造成

Ⅱ．平成２８年熊本地震の対応による増 約１０８億円増
（仮排水路トンネル復旧、工事用道路復旧 、崩落土砂撤去、貯水池法面対策、
復旧工事用仮設備整備）
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■④貯水池法面対策による増
○地震で変状した貯水池法面の地すべり対策工等を実施した。
○これらの復旧工事の追加により、約２６億円の増額となった。

地震前の想定範囲
地震後の想定範囲

被災直後 復旧状況

排土工、法枠工
アンカー工



Ⅲ．現場条件等の変更による増 約 ２６億円増
（基礎掘削の施工方法の変更、工事用道路の変更、止水対策の施工量変更
環境調査の追加）

３．事業計画変更の内容〔事業費の変更内容④〕

■基礎掘削の施工方法の変更による増
○現在の事業費を算定する際には、掘削する岩盤の状況に応じて、

基礎掘削の施工方法を土石掘削（リッパ付ブルドーザーによる
掘削）と岩石掘削（ダイナマイトによる発破掘削）とする岩盤に
分類していた。

○着工後、土石掘削の対象としていた軟岩Ⅰ箇所において掘削で
きない部分があり、当該掘削箇所を岩石掘削に変更する必要
が生じた。

○この施工方法の変更により、約８億円の増額となった。

ダム軸横断図 基礎掘削ライン

【当初計画】
ダイナマイトによる発破掘削

【当初計画】
ブルドーザーによる掘削

【見直し計画】
ブルドーザーによる掘削から
ダイナマイトによる発破掘削に変更

【当初計画】
ブルドーザーによる掘削

44tリッパ付ブルドーザーによる掘削状況 発破による掘削状況 11

■工事用道路の変更による増
○現在の事業費を算定する際には、ダム堤体へ取り付く工事用道

路を最短距離で計画していた。
○「立野ダム景観検討委員会」で工事用道路施工箇所付近には、

柱状節理と板状節理が交互に堆積する地質が存在するなど、
自然環境や景観の保全に十分に配慮し、掘削は最小限にとど
めるべきとの意見があった。

○このため、工事用道路の計画を見直し、約４億円の増額となった。

工事用道路平面図

柱状節理等露頭範囲
当初計画 道路線形
見直し計画 道路線形

現計画の道路線形で
は柱状節理等を掘削
する恐れ

ダムサイト付近の柱状節理



上段カーテン
グラウチング範囲

高い

低い

透水性

下段グラウチング範囲 施工済区間
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３．事業計画変更の内容〔事業費の変更内容⑤〕

■止水対策（グラウチング）の施工量変更による増
○現在の事業費を算定する際には、上段グラウチング（２～５ルジオンまでの改良）

は３次孔までの施工を、下段グラウチング （５ルジオンまでの改良）は４次孔まで
の施工を行うこととしていた。

○着工後、上段グラウチングは３～４次孔（平均3.2次孔、最大４次孔）、下段グラウチ
ングは４～５次孔（平均4.6次孔、最大５次孔）と当初の想定を上回る施工量となっ
ている。

○未実施区間の施工量は不確実性を伴うため、施工済み区間の実績から最大限の
施工量を想定して費用を計上し、約１２億円の増額となった。

当初 ３次孔で計画
実績 ３～４次孔で施工（平均：3.2次孔）

上段グラウチング

〔施工済み箇所〕

透水区分横断図

全て４次孔で計上

上段グラウチング

〔今後の施工箇所〕

施工量増加
の見込み施工量増

施工量増加の
見込み

下段グラウチング

〔今後の施工箇所〕
全て５次孔で計上

〔施工済み箇所〕
当初 ４次孔で計画
実績 ４～５次孔で施工

（平均：4.6次孔）

下段グラウチング

Ⅲ．現場条件等の変更による増 約 ２６億円増
（基礎掘削の施工方法の変更、工事用道路の変更、止水対策の施工量変更
環境調査の追加）

■環境調査の追加による増
○現在の事業費を算出する際には、従前より実施

している猛禽類の継続的な調査を計上していた。
○平成２７年度にダムサイト近傍でクマタカの営巣

地を確認したため、「猛禽類調査検討部会」の意
見を踏まえ、調査頻度・内容の変更及び影響評
価の追加を行った。

○その他、工事進捗に合わせその他の環境調査
や環境保全対策の追加も行っており、それらを
含めて約２億円の増額となった。

環境調査（猛禽類）の実施状況

猛禽類（クマタカ）



堤体摩耗対策 施工位置図（減勢工）

摩耗対策範囲

Ⅳ．コスト縮減 約 ５億円減
（堤体摩耗対策材の変更、管理設備の変更、濁水処理設備・流木処理設備の変更）

３．事業計画変更の内容〔事業費の変更内容⑥〕

■堤体摩耗対策材の変更による減
○現在の事業費を算定する際には、上段放流管及び下段放流管・

整流板・減勢工内の流下土砂による摩耗対策として従来のステ
ンレス鋼(SUS304)で計画していた。

○従来のステンレス鋼より強度の高い省合金2相ステンレス鋼
（NSSC2120）が新技術としてNETIS登録され、他ダムでの使用
実績も増えたことから実用化が可能となった。

○このため、堤体摩耗対策材を省合金２相ステンレス鋼に変更し
たことで、約４億円の減額となった。

堤体摩耗対策 施工位置図 （左：上段放流管、右：下段放流管）

応力歪線図
SUS304≧205N/mm2 ⇒ NSSC2120≧400N/mm2

従来より強度
が強い

■管理設備の変更による減
○現在の事業費を算定する際には、ダム完成後の管理設備にお

けるダム管理用制御処理装置（以下、ダムコン）は、専用操作
卓で操作する計画としていた。

○近年の他ダム事例を参考に検討し、ダムコンの専用操作卓を汎
用品（PC卓）に変更 したことにより、約１億円の減額となった。

当初計画：ダムコン専用操作卓の例（他ダム） 見直し計画：汎用品（PC卓）の例（他ダム）

■濁水処理設備・流木処理設備の変更による減
○現在の事業費を算定する際には、濁水処理設備ならびに流木処

理設備は、事業地内に新設する計画としていた。
○濁水処理設備については、他ダム事業と調整を行った結果、他

ダムで使用していた設備の使用が可能となった。 また、流木処
理設備については、焼却設備を事業地内に設置せず場外処分
等で対応することが可能となった。

○このため、濁水処理設備の製作費用等が不要となったこと、流
木処理設備を場外処分等による対応に変更したことにより、
約１億円の減額
となった。

転用した他ダムの濁水処理設備 焼却設備の例（他ダム）13※合計については、四捨五入の関係で一致しないことがあります。
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４．事業の投資効果
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○ 河川整備計画規模（1/60）の降雨が生じた場合における立野ダム建設事業による被害軽減効果は、

浸水面積約2,300ha減、浸水区域内人口約55,000人減、浸水戸数約21,300戸減となる。

立野ダム建設事業による浸水面積の軽減 ＊整備計画河道でのダムあり・なしのみの比較

平野部（市街地）での浸水被害は解消

立野ダム建設事業による浸水被害の軽減

約2,300ha軽減
約55,000人軽減 約21,300戸軽減

約2,600ha

約300ha

約56,000人

約1,000人

約21,600戸

約300戸



４．事業の投資効果
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項 目
ダム事業の検証に係る検討

（平成24年度）
前回評価

（平成27年度）
今回評価

（令和2年度）

変更理由

H24→H27 H27→R02

目標流量
基準地点
：代継橋

3,000㎥/s（基本方針流量：1/150）
2,000㎥/s（整備計画流量：1/20～1/30）

3,000㎥/s（基本方針流量：1/150）
2,000㎥/s（整備計画流量：1/20～1/30）

3,000㎥/s（基本方針流量：1/150）
2,400㎥/s（整備計画流量：1/60）

整備計画変更

事業費 約917億円 約917億円 約1,160億円

物価の上昇、
消費税率の変更、
H28熊本地震対
応等に伴う増

整備期間
昭和54年から仮排水トンネル工事
の入札公告後約10年（昭和54年から平成34年）

昭和54年から平成34年まで 昭和54年から令和4年まで

整備内容 立野ダム 立野ダム 立野ダム

全
事
業

便益：B
（億円）

2,799 3,956 3,951

・統計データの
更新による

・統計データの
更新による

・マニュアルの
変更による

一般資産被害額
農作物被害額
公共土木施設等被害額
営業停止損失
応急対策費用
残存価値

:1,003.3億円(35.9％）
:    8.3億円( 0.3％）
:1,699.6億円(60.7％）
:   25.7億円( 0.9％）
:   28.0億円( 1.0％）
:   34.5億円( 1.2％）

一般資産被害額
農作物被害額
公共土木施設等被害額
営業停止損失
応急対策費用
残存価値

:1,416.2億円(35.8％）
:   10.9億円( 0.3％）
:2,398.8億円(60.6％）
:   35.6億円( 0.9％）
:   37.6億円( 0.9％）
:   57.2億円( 1.5％）

一般資産被害額
農作物被害額
公共土木施設等被害額
営業停止損失
応急対策費用
残存価値

:2,001.8億円(50.7％）
:   13.1億円( 0.3％）
:1,617.7億円(40.9％）
:   79.4億円( 2.0％）
:  121.8億円( 3.1％）
:  116.8億円( 3.0％）

費用：C
（億円）

1,278 1,478 2,094
・事業費の増に

よる

Ｂ／Ｃ 2.2 2.7 1.9

残
事
業

便益：B
（億円）

2,782 3,913 3,851

・統計データの
更新による

・統計データの
更新による

・マニュアルの
変更による

一般資産被害額
農作物被害額
公共土木施設等被害額
営業停止損失
応急対策費用
残存価値

:1,003.3億円(36.1％）
:    8.3億円( 0.3％）
:1,699.6億円(61.1％）
:   25.7億円( 0.9％）
:   28.0億円( 1.0％）
:   17.1億円( 0.6％）

一般資産被害額
農作物被害額
公共土木施設等被害額
営業停止損失
応急対策費用
残存価値

:1,416.2億円(36.2％）
:   10.9億円( 0.3％）
:2,398.6億円(61.2％）
:   35.6億円( 0.9％）
:   37.6億円( 1.0％）
:   14.7億円( 0.4％）

一般資産被害額
農作物被害額
公共土木施設等被害額
営業停止損失
応急対策費用
残存価値

:2,001.8億円(52.0％）
:   13.1億円( 0.3％）
:1,617.7億円(42.0％）
:   79.4億円( 2.1％）
:  121.8億円( 3.2％）
: 17.2億円( 0.4％）

費用：C
（億円）

417 389 344
・事業費の増に

よる

Ｂ／Ｃ 6.7 10.0 11.2



４．事業の投資効果
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○ 治水経済調査マニュアル（案）（令和2年4月）に基づき算出した「全体事業」、「残事業」の費用便益比は以下のと

おりとなる。

◆費用対効果分析結果

◆感度分析結果（費用便益比（B/C））

◆評価対象
整備期間(S)：44年（全体事業）

： 2年（残事業）
施設完成後の評価期間：50年

全体事業 残事業

■便益（B） ①便益 3,834億円 3,834億円

②残存価値 117億円 17億円

総便益（①＋②） 3,951億円 3,851億円

■費用（C） ③建設費 2,039億円 289億円

④維持管理費 55億円 55億円

総費用（③＋④） 2,094億円 344億円

■費用便益比（B/C） 1.9 11.2
（参考）平成27年度評価時

B/C≒2.7

※便益・費用は、現在価値化した値である。
※便益・費用の合計値は、表示桁数の関係で一致しないことがある。
※費用には消費税を含んでいない。

基本
残事業費 残工期 資産

+10% -10% +10% -10% +10% -10%

全体事業 1.9 1.9 1.9 － － 2.1 1.7

残事業 11.2 10.4 12.2 － － 12.3 10.2

※残事業費 R3年度以降の事業費のみを±10%変動。維持管理費の変動は行わない。
※残工期 立野ダムでは、残工期が2年で、±10%は1年未満であるため、残工期の感度分析は行わない。
※資 産 一般資産被害額、農作物被害額、公共土木等被害額を±10%変動。



途絶する
主要道路

・国道3号 4.6km

・国道57号 2.6km

・国道501号 3.5km

・県道28号 熊本高森線 6.5km

４．立野ダム建設事業の効果〔Ｂ／Ｃで計測できない効果〕 試行

立野ダムなし 立野ダムあり
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○整備計画規模の洪水が発生した場合、立野ダム建設により、国道３号等の主要な道路の途絶区間が解消される。

整備計画対象規模（確率規模1/60降雨）の洪水における浸水範囲

●熊本IC
国
道
3
号

県道28号

国道266号

●熊本IC
国
道
3
号

県道28号

●熊本県庁
熊本駅

熊本市役所
●

熊本市役所
●

熊本駅
●熊本県庁

＊整備計画河道でのダムあり・なしのみの比較

国道266号

途絶する
主要道路

・国道3号

解消
・国道57号

・国道501号

・県道28号 熊本高森線



途絶する
主要道路

・国道3号 5.7km（-0.8km）

・国道57号 2.6km（-1.5km）

・国道501号 3.8km

・国道266号線 解消

・県道28号 熊本高森線 6.5km（-2.0km）

途絶する
主要道路

・国道3号 6.5km

・国道57号 4.1km

・国道501号 3.8km

・国道266号線 1.2km

・県道28号 熊本高森線 8.5km

○基本方針規模の洪水が発生した場合、立野ダム建設により、国道３号等の主要な道路の途絶区間の一部が解消
される。

基本方針対象規模（昭和２８年実績降雨）の洪水における浸水範囲

４．立野ダム建設事業の効果〔Ｂ／Ｃで計測できない効果〕 試行

立野ダムなし 立野ダムあり

●熊本IC
国
道
3
号

国道266号

国道57号

県道28号

●熊本IC

国
道
3
号

国道266号

国道57号

県道28号

熊本市役所
●

●熊本県庁
熊本駅 熊本駅

熊本市役所
●

●熊本県庁

＊整備計画河道でのダムあり・なしのみの比較
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補償基準
S59.9.14 立野ダム水没者協議会 （宅地・建物）補償基準妥結
H元.5.12 立野ダム水没地地権者協議会 （農林山林）補償基準妥結
（地権者との用地補償等に係わる基準は全て妥結）

用地取得
(51.6ha)

家屋移転
(12戸)

工事用道路
(12.3km)

ダム本体及び
関連工事

５．事業の進捗状況

○立野ダム建設事業は、昭和54年4月に実施計画調査を開始、昭和58年4月に建設事業に着手しました。

○令和2年3月末時点の事業進捗は６２％（事業費ベース）です。

※ 用地取得 本体関連
付替工事

工事用道路

（令和2年3月末時点）立野ダム建設事業の進捗状況
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コンクリート打設
0％

99％ (51.5ha)

100％ (12戸)

100％ (12.3km)

転流工
100％

試験湛水
0％

基礎掘削
79.6％



５．事業の進捗状況

○平成30年2月に立野ダム建設（一期）工事を契約し、現在基礎掘削及び基礎処理工事を実施しており、

今年度本体コンクリート打設に着手する予定であり、順調な事業進捗が図られている。

立野ダム予定地（上流より下流を望む）
（令和2年4月末撮影）

本体基礎掘削工

仮設備ヤード

基礎処理状況（リムトンネル内で施工中）

20

上段リムトンネル

下段リムトンネル

白川
基礎掘削状況

白川

ダムサイト



試験湛水

管理設備

工種 平成30年度 令和元年度 令和4年度

基礎掘削

コンクリート打設

基礎処理

放流設備

令和2年度 令和3年度

△現在

５．事業の進捗状況
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○今後も順調な進捗が見込まれ令和４年度に完成予定である。

クリティカルパス
事業工期（案）



６．コスト縮減や代替案立案等の可能性

◆代替案立案等の可能性

○平成24年度に実施した立野ダムの検証に係る検討において「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施
要領細目」に基づき、現計画案（立野ダム案）と現計画案以外の代替案を複数の評価軸ごとに評価し、最も有利な
案は、現計画案（ダム案）と評価している。

○今回の立野ダムの総事業費の変更を考慮しても、現計画案（立野ダム案）と代替案とのコスト面での優劣に変化
はなく、「現計画案（立野ダム案）」が最も有利であり、ダム検証時の評価を覆すものではない。

◆コスト縮減の方策

○立野ダム建設事業では、これまでも新技術を活用するなどのコスト縮減を図り、ダム事業を進めている。今後実
施予定（実施中）の工事においても、CIM等のICT技術の積極的活用により、事業の効率化に努めるなど、引き続き
更なるコスト縮減を図っていく。

○CIMの活用事例（カメラを利用した遠隔立会）
遠隔立会者

現地検側者

映像・音声通信

カメラ＋モニター

マイク

22

遠隔立会実施状況（現場） 遠隔立会実施状況（立会者）

臨場することなく立会が可能となり、移動時間や立
会日時調整の緩和により作業効率が向上する。

○GPS搭載バックホウによる施工管理

現地映像

重機内のモニター

GPS搭載バックホウによる作業のため、工事測量や丁張り設置等の
待ちなく施工でき、作業効率が向上した。

掘削図面（３次元データ）

発注図面（３次元データ）を事
前にバックホウに読み込ませる



◆熊本県知事

○今回意見照会のありました立野ダム建設事業に関する国の「対応方針（原案）」案につ
いては、異存ありません。

○なお、前回の意見のとおり、立野ダムに対しては、環境面への影響などについて様々
な意見があるため、今後も説明責任を果たしていただくとともに、コスト縮減及び環境保
全対策について、引き続き、十分御検討いただきますようお願いします。

○白川水系の治水に関しては、更なる治水安全度の向上を目指し、令和２年（２０２０年）
１月に河川整備計画を変更したところであり、県としても、新たな河川整備計画に基づく
整備を鋭意進めています。直轄管理区間の事業についても、今後とも着実に推進してい
ただきますようお願いします。
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白川・緑川学識者懇談会に諮る対応方針（原案）の作成に係る意見照会について（回答）

７．関係自治体の意見等



対応方針（原案）

◆立野ダム建設事業

①事業の必要性等に関する視点
○想定氾濫区域内の人口はほぼ横ばいですが、資産額は前回評価時点より、地域
開発等により増加しています。
○現時点で事業を実施した場合における費用対効果分析の結果、Ｂ/Ｃは１．９です。
○地元自治体等からは早期完成を望まれるとともに、事業推進のための協力体制も
確立されています。

②事業の進捗の見込みに関する視点
○立野ダム建設事業は、平成３０年９月から本体基礎掘削を開始。事業費ベースで約
６２％〔７２４億円／約１,１６０億円〕（令和2年3月末）の事業進捗で、今年度から本体コ
ンクリート打設を予定しており、令和４年度に完了する見込みです。

③コスト縮減の可能性の視点
○今後も引き続き、工法の工夫やCIM等新技術の積極的活用により、事業の効率化、
更なるコスト縮減に努めて参ります。

以上より、「立野ダム建設事業」は、前回再評価以降も事業の必要性は変わってお
らず、今後も順調な進捗が見込まれる等から、令和４年度完了に向けて引き続き『事
業を継続する』こととしたい。
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